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 <今週のトピックス> 

 

（１） ＭＶＮＯ市場を外資にも開放  

 

■ 中国工業情報化部は、４月 28 日に公布した「移動通信再販業務の正式商用に関する

通告」の中で、仮想移動体通信事業者（ＭＶＮＯ）としての業務申請を外資にも認める新

制度を施行した。事業者を多様化することで競争を促進し、サービスの向上につなげる

狙いだ。同通告で「民営企業、国有企業、外商投資企業は移動通信再販業務の経営を

申請できる」と明記した。従来は国内資本の民営企業にのみ、試験的に同業務が認め

られていた。 

 

■ ＭＶＮＯとしてこれまでに試験認可を受けた民営企業は 42 社に上り、これら事業者は２

年以内に正式ライセンスへの切り替えが求められる。中国情報通信研究院の専門家は

「今後は新たな事業者も市場に参入し、競争のレベルが一段と高まるだろう」との見通

しを示した。また、同部によると、２０１７年末までにＭＶＮＯ関連の直接的な民間投資は

３２億人民元（＠１７．２１円、約５５１億円）、間接的な経済効果は１２８億人民元（同、２

２０３億円）に上った。各業界で約６万人の雇用機会を創出した。 

 

■ 同通告は、ＭＶＮＯへの申請や番号の割り振り、通信事業者からＭＶＮＯへの卸売価格、

セキュリティー、ユーザーの権利保護などに関する基本ルールを規定している。加えて

モノのインターネット（ＩｏＴ）など新たな応用分野をＭＶＮＯが開拓できるよう、通信事業

者が積極的に資源や技術を支援することも求めている。 

 

（２） 「中古車ＥＣ」業者、ＩＴ大手と連携で事業拡大 
 

■ インターネット上で中古車取引を仲介する「中古車 EC サイト」運営会社と、ＩＴ企業の連

携が活発化している。サイト運営業者が投資家としてインターネット大手や、インターネ

ット配車大手などの有力企業を迎え入れる動きが目立っており、ＩＴ大手の膨大な顧客

データを新たな情報源として活用することで事業規模拡大の近道とする狙いだ。 

 

■ 中国国内調査会社によると、２０１７年に中国の中古車 EC サイト運営会社が行った資

金調達額は、合計２００億人民元（約３４６３億円）を超える。これらの調達には「ＢＡＴ」と
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呼ばれる百度（ＢＩＤＵ）、阿里巴巴集団（Ａｌｉｂａｂａ）、騰訊（Ｔｅｎｃｅｎｔ）の中国通信業界大

手３社や、中国の配車サービス最大手である滴滴出行（ＤｉｄｉＣｈｕｘｉｎｇ）などが出資して

いる。 

 

■ 商務部の統計では、２０１７年の全国３１省・自治区・直轄市の中古車取引台数は前年

比１９．３３％増の１２４０万９００台となり、２桁成長を維持。年間取引額は８０９２億７２

００万人民元（約１４兆１００億円）まで拡大した。業界団体である中国汽車流通協会は、

２０２０年には中国の中古車販売市場が新車マーケットを超えると予測している。 

 

（３） 企業設立の所要期間を半減 

 

 

■ 中国の国務院常務会議は２日、企業設立の手続期間を従来の半分以下に短縮すること

を目指し、制度改革等の促進を決定。企業設立コストを引き下げ、起業を促進していく狙

いがあるものと見られる。 

 

■ 今年中に直轄市、計画単列市、副省級市、省都において企業設立に要する時間を半分

以下に縮める。現在の所要時間は平均２０営業日以上だが、８．５営業日にまで短縮する

ことを目指す。来年前半に向けて全国各地でこの目標を達成させる。企業設立の手続短

縮に向けて、企業登記の全段階での電子化、社印の届出を企業登記制度の簡素化措置

「多証合一」の対象とする、統一社会信用ナンバーの取得済みの企業を対象に税務登記

などを別途行う必要をなくすという３項目の措置を実施する。 

 

■ そのほか、同会議では北京や天津、上海、重慶など１６地域を対象に、建築やインフラ工

事などの工程審査を簡素化する試験措置を導入することも決まった。試験都市では、現

在は平均２００営業日以上となっている建設事業の審査期間を、今年中に１２０営業日に

まで短縮させる。来年前半には全国各地で同水準まで審査期間を圧縮することを目指

す。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2018年 

項目 2018/4/30 2018/5/1 2018/5/2 2018/5/3 2018/5/4 

1USD/RMB 6.3325 6.3325 6.3610 6.3520 6.3589 

1USD/JPY 109.33 109.85 109.83 109.18 109.11 

1RMB/JPY 17.2649 17.3470 17.2662 17.1883 17.1586 

1RMB/HKD 1.2393 1.2395 1.2340 1.2357 1.2343 

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2018年 

項目 2018/4/30 2018/5/1 2018/5/2 2018/5/3 2018/5/4 

上海 A株 ― ― 3226.89 3247.53 3237.23 

上海 B株 ― ― 316.03 317.13 316.53 

深圳 A株 ― ― 1856.36 1875.22 1871.20 

深圳 B株 ― ― 1067.44 1069.98 1072.47 

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015年 10月 26日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1年～5年 4.75 

 1年 1.50 5年超 4.90 

  2年 2.10   

 

 

以上 

 
本レポートは情報提供のみを目的として作成したものであり、何らかの行動を勧誘するものではありません。ご利用に関しては、すべてお

客さまご自身でご判断下さいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

本レポートは信頼できると思われる情報に基づいて作成していますが、当行はその正確性を保証するものではありません。 

本レポートのご利用によりお客さまがいかなる損失、損害を受けられても当行は一切の責任を負いません。 

本レポートはお客さま限りでご利用くださいますようお願い致します。 

 


